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地域保健対策の検討に PRECEDE-PROCEED モデルを利用した

経験を通して得られたいくつかの知見
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目的 「保健所母子保健計画の策定」「障害を持つ児の地域ケア対策の検討」「職場での禁煙支援

対策の検討」に PRECEDE-PROCEED モデル（以下「モデル」という。）を利用した経験

を通し，地域保健対策の検討にあたり留意すべきことを明らかにすることである。

事例１ モデルを利用して策定した保健所母子保健計画中，「乳幼児期」の内容を一般的な方法

を用いた計画の内容と比較した結果，次の点で差が認められた。

◯１モデル利用計画の方がより保護者の QOL に配慮した内容となっていた。

◯２一般的な方法を用いた計画では保護者への直接的支援対策が主であるのに対し，モデル利

用計画では「周囲のサポート」の視点から発想の拡がりが認められた。

◯３モデル利用計画では「虐待が疑われる事例の通報」などの対策が導き出されなかった。

事例２ モデルを用いて検討した障害を持つ児の地域ケア対策について，一般的な方法で中間的

にとりまとめられていた対策と比較したところ，次の点で差が認められた。

◯１モデル利用対策の方がより保護者の QOL に配慮した内容となっていた。

◯２モデル利用対策の方が「周囲のサポート」の視点から発想の拡がりが認められた。

◯３モデル利用対策では，「障害を持つことが明らかな事例への NICU 入院中からの関わり」

という対策は導き出されなかった。

事例３ モデルを用いて導き出された総合的な禁煙支援対策について対象者に確認したところ，

個別健康教育，禁煙に取り組む仲間づくり，空間分煙，職員全体への情報提供（離脱症状等）

などは有効と考えていたが，有効と考えない対策もあった。

結論 １一般的な方法で地域保健対策を検討する際は，「対象者の QOL」や「周囲のサポート」

という視点に十分留意する必要がある。

２モデルを利用する際，第 1 段階で対象者の QOL の抽出に十分な時間を注ぐことがポイ

ントの一つと考えられる。

また，対象者のエンパワメントの観点から，さらには，モデル利用で得られる検討結果は

ヒアリングなどを行った対象者の意識に依存する恐れがあることや対象者が有用と考えない

（希望しない）対策もあり得ることから，対象者の代表の検討への参画が必要であることが

示唆された。

３モデル利用では，虐待が疑われる事例への介入として「管理的対策」は導き出されない

ことから，健康危機管理対策が必要となる分野では，モデルにとらわれない検討も必要とな

る。

Key words：PRECEDE-PROCEED モデル，地域保健，ヘルスプロモーション
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Ⅰ は じ め に

Green ら1) によって開発された PRECEDE-

PROCEED モデル（以下「モデル」という。）は，

ヘルスプロモーション活動を計画・実施・評価す

る際の代表的モデル2)の一つであり，ヘルスプロ

モーションの展開に有用であると評価されてい

る3～5)。

モデルは高齢者の食対策4)，う歯対策6)などに

利用されているとともに，健康日本21地方計画策

定へも利用されつつある7)。

一方，精神障害者の地域ケアという分野での利

用も報告8)されている他，モデルの部分利用につ

いても報告されている9,10)。

本報告の目的は，「保健所母子保健計画の策定」

「障害を持つ児の地域ケア対策の検討」「職場での

禁煙支援対策の検討」にモデルを利用した経験を

通し，地域保健対策の検討にあたり留意すべきこ

とを明らかにすることである。

Ⅱ モデル利用事例の概要と得られた知見

事例１：保健所母子保健計画の策定

1) 事例の概要

岐阜県中濃地域保健所（本所・郡上センター）

では，新保健所母子保健計画について，「岐阜県

母子保健計画策定に係るベースライン調査」に対

して保護者が回答した自由記載欄の内容および意

識・保健行動・主なニーズなどの状況，育児支援

関係者からのヒアリング結果，各種健康指標をも

とに，保健所職員を中心としてモデルを利用（第

1 段階から第 5 段階）し計画案をまとめ，関係機

関・団体の代表者が協議する形で策定した。

2) 検討方法

計画中「乳幼児期」の内容を，モデルの利用以

外は同じ情報・方法，すなわち県調査保護者自由

記載の内容および意識・保健行動・主なニーズな

どの状況，育児支援関係者からのヒアリング結

果，各種健康指標をもとに，保健所職員を中心と

して問題点・課題を抽出し計画案をまとめ，関係

機関・団体の代表者が協議するという，一般的な

方法で策定された「A 保健所母子保健計画」の内

容と比較した。

3) 得られた知見

地域の健康課題に対する認識に基本的な差はな

かったが，対策について次の点に差が認められた。

◯１モデル利用計画の方がより保護者の QOL に配

慮した内容となっていた（母親同士の交流の場の

拡充，子育てサークルなどへの参加を希望しない

者への保健師の個別支援，子どもを預かってくれ

る場の拡充）。

モデルを利用した計画策定の初期段階におい

て，保護者の意識（母親も自由な時間が欲しい，

母親同士のちょっとした息抜きの場が欲しい，家

族から子育てのことをとやかく言われのがつら

い）と母子保健関係者の管理的立場からの意見

（服や食べ物などを買って与えている，子どもの

食事はドッグフードではない，親同士が楽しんで

子どもを見ていない）とのギャップを強く感じ

た。一般的な方法を用いた計画においても保護者

と関係者の意識のギャップは同様であったが，結

果としてまとめられた対策は「親への育児支援の

強化」および父権的ニュアンスを感じさせる「育

児能力向上のための支援の強化」（具体的には学

習の場の提供，相談・訪問体制の拡充）であり，

モデル利用において保護者の QOL に配慮した内

容が導き出されたことと差が認められた。

その要因として，モデル第 1 段階で QOL の抽

出に時間を注ぐことにより，その後の作業も常に

保護者の QOL を意識して行うことになったこと

があると考えられる。

一般的な方法で計画を策定する際，「対象者の

QOL」に留意して検討を行う必要がある。

◯２一般的な方法を用いた計画では関係者が保護者

へ直接的に実施する対策が主であるのに対し，モ

デル利用計画では保護者に対する「周囲のサポー

ト」の視点から発想の拡がりが認められた（祖父

母への情報提供の充実，子育て支援ボランティア

などの育成・拡充，労働基準監督署との連携）。

一般的な方法で計画を策定する際「周囲のサ

ポート」という視点に留意する必要がある。

◯３モデル利用計画では「虐待が疑われる事例の通

報」が導き出されなかった。

モデルは虐待など望ましくない行動などが生じ

ないようにするための要因・対策を導き出すもの

であることから，望ましくない行動が発生したと

きの介入的対策が発想されないのは当然の結果で

あると言える。

母子保健計画等健康危機管理的な分野が含まれ
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る計画の策定時などにはモデルにとらわれない

「関係者の管理的視点」も必要であると考えられ

た。

事例２：障害を持つ児の地域ケア対策の検討

1) 事例の概要

モデルにおける「QOL」「健康課題」は，それ

ぞれ旧国際障害分類の「社会的不利」「能力低下」

として理解されること，また発達障害（能力低下）

は「保健行動」によりもたらされるものではない

が，早期からの適切な療育等により発達の促進や

二次障害（変形・拘縮）の発生予防等が期待され

ることから，試みとして，モデルを用いて障害を

持つ児の地域ケア対策について検討した。

具体的には，岐阜県西濃圏域において，保健師

が訪問して聴き取った障害（肢体不自由）を持つ

乳幼児の保護者 7 人の心配事・ニーズをもとに，

主語を「保護者」として，保健所担当者等がモデ

ルを利用して対策をまとめた。

2) 検討方法

モデルを利用して導き出された対策と，別途実

施された保護者へのアンケート結果などをもとに

保健所職員を中心として問題点・課題を抽出し対

策案をまとめ，支援関係機関・団体の代表者が協

議する形で中間的にとりまとめられていた対策の

内容を比較した。

3) 得られた知見

次のような点で差が認められた。

◯１モデル利用対策の方がより保護者の QOL に配

慮した内容となっていた（保護者の受容状況に配

慮した医療・療育・行政関係者からの情報提供・

支援，施設のバリアフリー化の促進）。

◯２モデル利用対策の方が保護者に対する周囲のサ

ポートの視点から発想の拡がりが認められた（医

療・療育関係者からの行政・保育関係者への情報

提供等，家族や地域住民への情報提供）。

以上のことから，障害を持つ児の地域ケアとい

う課題の検討においても，モデルの利用は有用で

あると考えられた。

対象者へのアンケート調査等をもとに支援関係

者で対策を検討する際は「保護者の QOL の配慮」

や「周囲のサポート」という視点に十分留意する

必要がある。

◯３モデル利用対策では，関係者による協議体の中

間的なまとめで出されていた「障害を持つことが

明らかな事例への NICU 入院中からの関わり」

という対策は導き出されなかった。

このことは，今回対象とした保護者において

は，障害を持つ児が退院してから一定期間経てお

り，入院中の不安に関する意見が出されなかった

こと等によると考えられるが，モデル利用による

検討のスタートとなる対象者からのヒアリング等

において意見が出されない事項については，対策

が漏れる可能性があることを示している。すなわ

ち，対象者の一部からのヒアリング結果をベース

に検討を進めるとき，発想される対策が，ヒアリ

ングをした対象者の場合のみに制限される恐れが

あると考えられる。このため，モデルを利用した

対策のとりまとめにあたっては，協議体等での支

援関係者の自らの経験を踏まえた意見の追加や，

何らかの形での対象者からの意見聴取，さらには

代表者の検討への参画も必要であると考えられた。

事例３：県職員の禁煙支援対策の検討

1) 事例の概要

禁煙支援対策として「個別健康教育プログラム」

（以下「プログラム」という。）が提唱されている

が，ヘルスプロモーションの理念に基づく総合的

な禁煙支援対策について，モデルを用いて検討し

た。

具体的には，岐阜県飛騨圏域において県職員を

対象に実施したプログラム参加者 5 人（20代男性

4 人，30代男性 1 人）に対して禁煙前に行った面

接で聴取した「タバコを吸うことで困ったこと」

「禁煙継続のためにあったらよい支援」に関する

意見などをもとに，保健所担当者等がモデルを用

いて整理，対策を検討した。

2) 得られた知見

モデルを用いて導き出された対策案とそれに対

するプログラム参加者の評価（有効と回答された

数）は次のとおりであった。なお，対策案以外の

支援策について，あわせて意見を求めたが，回答

はなかった。

◯｢健康教育：本人」（回答者数 5）：◯１過去に禁

煙に成功した人たちの話を聞く機会（1），◯２離脱

症状を抑えるための支援者から本人への情報提供

（3），◯３ニコチェックやスモーカーライザーなど

の検査（4），◯４支援者からの定期的な電話やメー

ルでの支援（3），◯５達成したときにもらえるプレ

ゼント（3）
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◯｢健康教育：職員全員」（回答者数 4）：◯６喫煙

の害に関する情報提供（1），◯７喫煙の本質はニコ

チン依存であることの情報提供（2），◯８禁煙に伴

う離脱症状に関する情報提供（3），◯９禁煙に取り

組んでいる人を冷やかさないように啓発（1），◯10

禁煙に取り組んでいる人を評価（褒める）ように

啓発（2），◯11禁煙に取り組んでいる人の近くで喫

煙しないよう啓発（3）

◯｢対策」（回答者数 5）：◯12一緒に禁煙する仲間

の結成調整（5），◯13禁煙タイムや禁煙デーの周知

徹底（1），◯14事務所内の禁煙と喫煙コーナーの設

置（4），◯15支援者から周囲の職員に対する助言

（2），◯16支援者から職場の上司に対する助言（1）

以上のことから，禁煙支援対策として，個別健

康教育プログラムに加えて，禁煙に取り組む仲間

づくり，事務所内の空間分煙，職員全体への情報

提供（離脱症状に関する情報提供，近くで喫煙し

ないよう啓発）などの取り組みを進める必要があ

ると考えられた。

一方，モデルを用いて導き出された対策につい

て，対象者が有効と考えないものもあることか

ら，対策のとりまとめにあたっては，対象者の意

向などを把握するための何らかの対応が必要と考

えられた。

Ⅲ 考 察

PRECEDE-PROCEED モデルの特徴について，

NPO 法人ウエルビーイングは次のとおりまとめ

て い る （「 PRECEDE-PROCEED MODEL

(MIDORI 理論研修テキスト2000）」より引用。

「診断」は「アセスメント」に修正。）。

１ゴールを QOL においている。

２ヘルスプロモーションの 5 つの戦術がすべて含

まれている。

３保健行動を起こし持続させるものとして準備・

強化・実現の 3 つの要因をあげ，これをアセスメ

ントし計画を立てるようになっている。

４社会生態学的なアプローチをしているので直接

的間接的な要因を連鎖的な繋がりとして理解でき

る。

５健康問題の全体像が一望できるので確実に結果

に結びつく対象と施策が明確になる。

６一連のプロセスの中で問題解決の優先順位をつ

け目標値を設定するので無駄のない事業となる。

７一連のプロセスで主体的な参加が得られその役

割が明確となり各々がエンパワーされる。

８忠実にアセスメント段階を踏むことにより評価

のために必要な情報を入手できる。

９アセスメントや評価の一部分や考え方だけでも

利用できる。

10あらゆる範囲（母子保健，産業保健，患者教育）

で利用できる。

また，曽根2)は「プリシードの各アセスメント

段階では，綿密な（もれの少ない）要因分析・抽

出が行われること」，熊本県健康増進課9)は「関

係機関・団体の連携や関係づくりを意識した事業

展開につながる」ことを指摘している。

一方，モデル利用における留意点として，吉

田11)は「専門家主導型のモデルとしての限界を合

わせ持っており，その点にも注意する必要があ

る」こと，石井12)は「人々の主観によって規定さ

れるところも多い QOL から発するとはいうもの

の，本モデルの基調はあくまで施策側主導であ

る。この枠組みのなかでは，住民の主体性や自主

性の発揮はどうしても制限されてしまう」こと，

藤内ら13)は「因子の抽出や因子間の関連の分析な

ど，専門家主導になりやすく，住民参加が希薄に

なりがち」なことを指摘している。また，福岡県

杷木町9)は「関係者の巻き込みができなかった場

合トップダウンになる」，長崎県佐世保市9)は

「常に住民参加などのキーワードを頭にうかべ，

ヘスルプロモーションの考え方に沿っていない

と，トップダウンでも利用できてしまう。間違っ

て使われてしまう危険性を含んでいる」ことを報

告している。

Green ら1)はモデル利用における「住民参加」

について，「「住民参加」は，社会診断の根本概念」

であるが，「実践上ほとんどいつも無視されてき

た」「効果を持続させ，コミュニティの健康基準

をプラスの方向に転換させるためには，真の住民

参加が不可欠」であり，「プログラムの事前評価

に住民が参加するということが，そのプログラム

成功の最大の鍵」であることと，その重要性を強

調している。また，神馬14)は Green らの原著第 3

版では住民参加の意義をこれまで以上に強調して

いることを報告している。

そのような中で，「専門家主導型のモデルとし

ての限界」が指摘されていることについて，今回
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の経験を通して二つの観点から次のように考えた。

１｢対象者（住民・当事者等）の視点で検討され

ているか」という観点においては，少なくとも一

般的な検討方法（当事者等を対象としたアンケー

トによるニーズ調査や既存の疫学データなどを踏

まえ，支援関係者・専門家等により対策を検討す

る。）では「父権的発想」に陥る可能性があると

考えられるのに対し，モデルを利用することは，

第 1 段階で「社会アセスメント」を行うことで対

象者の QOL により配慮することになる。その上

でモデル利用のポイントの一つは，対象者の

QOL の抽出に十分な時間を注ぐことにより支援

関係者・専門家の意識に対象者の QOL が十分イ

ンプットされることにあると考えられた。

Green ら1)は，「コミュニティがかかわりを持

つ必要が最も高いのは，社会診断の段階におい

て」であり，優先項目の決定にあたっては「ある

程度の専門知識をもって現実的な優先項目や目標

を設定できるようにすべき」であるが，「最優先

されるべきは，コミュニティの住民自らが持つ願

望と抱負である」こと，「もしも保健専門職がよ

り大きな問題や目標に向けて住民に無理を強いた

り，そのあまり失望させたりするようなことがあ

れば，そのプログラムはあまりにも保健専門職本

位のものと化してしまうであろう」と述べている。

特にモデルの部分利用で第 3 段階からスタート

するとき，「専門家主導」となる（「間違って使わ

れてしまう」）恐れが高いと言える。

今回の事例においては，QOL の優先順位決定

までは住民参加を得て行っていないが，例えば，

事例 1 においてモデル利用計画では，育児に関す

る基本的な知識・技術に関する情報提供を行うこ

とに加え，対象者の QOL に配慮した対応が導き

出された。一般的な方法においても対象者の

QOL が反映されるよう留意する必要性が示唆さ

れた。

一方，モデル利用によって導き出される対策で

あっても，当事者が有効と考えない（望まない）

ものもあることから，とりまとめにあたっては，

対策案に関する対象者の意向等を把握することが

必要と考えられる。

２｢一連のプロセスで主体的参加が得られその役

割が明確となり各々がエンパワーされる」という

特徴が対象者（住民・当事者など）にも拡がるに

は，すべての段階（PRECEDE：第 1 段階「社会

アセスメント」第 2 段階「疫学アセスメント」第

3 段階「行動・環境アセスメント」第 4 段階「教

育・生態学アセスメント」第 5 段階「行政・政策

アセスメント」，PROCEED：第 6 段階「実行」

第 7 段階「プロセス評価」第 8 段階「影響評価」

第 9 段階「結果評価」）において対象者が検討に

参画することが望まれる。現実的な課題として

は，「プリシードのアセスメント段階に力を入れ

すぎ，立案の段階で時間と労力を使い果たしてし

まい，肝心の実行段階がおろそかになってしまう

恐れがある｣2)，「専門職に階層的に把握し組み立

てる能力がないと，明確な目的設定が困難にな

る｣15)，「現状の問題認識の段階での弱点として様

々なレベルでの多様な問題が同時に表出されやす

く，それを整理する専門職に相当の能力や経験が

必要になる｣16)ことが指摘されている。また

Green ら1)は，「社会診断以降の段階になると，

専門スタッフによる科学的文献の検討が，より重

要となる」ことと「疫学的，教育学的事前評価の

レベルでは，種々の価値観や地方ならではの見識

というよりも，科学的事実のなかに答えを見いだ

せるから」と述べている。

以上のことを含め，モデル利用に伴う業務の

量・質を考えると，「住民参加」について，現時

点では，藤内ら13)が紹介している Green のコメ

ントのとおり「住民にとって負担になりすぎない

よう配慮が必要」と考えられる。具体的には，検

討組織に支援関係者・専門家等とともに対象者

（住民・当事者等）の代表も参加し，各段階ごと

に，事務局が一定整理した「たたき台」を元に，

一緒に検討するという方法が現実的と考えられる。

今回の経験により得られたその他の留意点とし

て，モデル利用により導き出される対策は，ヒア

リングなどを行う対象者の意識等に依存する恐れ

があり，検討の過程で，支援関係者・専門家の経

験等を踏まえた意見の追加や，対象者の代表など

からの幅広い意見聴取が必要と考えられた。

また，モデル利用では虐待が疑われる事例への

介入など管理的対策は導き出されず，健康危機管

理対策等が必要となる分野では，モデル利用だけ

では対策が不十分になることから，モデルにとら

われない「関係者の管理的視点」も必要であると

考えられた。
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表 今回の経験を通して得られた知見

モデルを利用した検討 一 般 的 な 検 討

◯対象者の QOL により配
慮することになる。

第 1 段階で QOL の抽出
に時間を注ぐことがポイン
トの一つと考えられる。

◯父権的発想に陥る可能性
がある。

対象者の QOL が反映さ
れるよう留意が必要である。

◯第 4 段階における強化因
子の検討により「周囲の
サポート」の視点から発
想が拡がる。

◯対象者への直接的支援対
策が中心となる傾向があ
る。

「周囲のサポート」とい
う視点に十分留意する必要
がある。

◯検討結果はヒアリング対
象者の意識に依存する恐
れがある。

対象者が有用と考えない
（希望しない）対策もあり
得る。

エンパワメントの観点か
らも対象者の代表の検討へ
の参画が必要であることが
示唆された。

◯管理的対策は導き出され
ない。

健康危機管理対策が必要
となる分野では，モデルに
とらわれない検討も必要と
なる。
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一方，モデル利用では第 4 段階における強化因

子の検討により「周囲のサポート」の視点から発

想が拡がるのに比べ，一般的な方法では当事者へ

の直接的支援対策が中心になる傾向にあることか

ら，一般的な方法で検討を行う際は，「周囲のサ

ポート」という視点に留意する必要があると考え

られた。

今回の経験を通じて得られた知見のまとめを表

に示す。これらは，モデルを利用した事例の特性

による可能性もあるが，モデル利用の方が

「QOL により配慮することになる」ことおよび

「「周囲のサポート」の視点から発想が拡がる」こ

と，一般的な方法では「対象者への直接的支援対

策が中心となる傾向がある」ことは事例 1 および

2 で共通していた。

Ⅳ お わ り に

地域保健対策等の検討に PRECEDE-PRO-

CEED モデルを利用した経験を通して，次の知

見が得られた。

１一般的な方法で検討する際は，「対象者の

QOL」や「周囲のサポート」という視点に十分

留意する必要がある。

２モデルを利用する際，第 1 段階で対象者（住

民・当事者等）の QOL の抽出に十分な時間を注

ぐことがポイントの一つと考えられる。

また，対象者のエンパワメントの観点から，さ

らには，モデル利用で得られる検討結果はヒアリ

ングなどを行った対象者の意識に依存する恐れが

あることや対象者が有用と考えない（希望しない）

対策もあり得ることから対象者の代表の検討への

参画が必要であることが示唆された。

３モデル利用では，虐待が疑われる事例への介入

として「管理的対策」は導き出されないことから，

健康危機管理対策が必要となる分野では，モデル

にとらわれない検討も必要となる。

本論文中，事例 1 は第61回日本公衆衛生学会総会

（平成14年，さいたま市）で谷合らが，事例 2 は第59回
日本公衆衛生学会総会（平成12年，前橋市）で中島ら

が，事例 3 は第60回日本公衆衛生学会総会（平成13年，

高松市）で長瀬らが発表した。

（
受付 2003. 5.28
採用 2004. 1.27）
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